
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸　借　対　照　表

10,829,223,620 3,417,868,852

現 金 及 び 預 金 3,381,164,034 2,293,634,822

売 掛 金 7,118,176,213 504,201,110

仕 掛 品 68,640,519 46,902,664

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 11,766,090 151,673,500

前 払 金 161,765,568 60,523,700

前 払 費 用 86,190,185 33,280,748

未 収 利 息 6,673 327,652,308

未 収 入 金 1,514,338 754,578,954

2,204,851,269 723,348,954

有形固定資産 431,037,362 31,230,000

建 物 附 属 設 備 371,857,575 4,172,447,806

機 械 装 置 350,000

工 具 器 具 備 品 417,702,264

減 価 償 却 累 計 額 △ 358,872,477

無形固定資産 3,810,037 8,861,627,083

電 話 加 入 権 298,312 170,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 3,511,725 8,691,627,083

投資その他の資産 1,770,003,870 42,500,000

長 期 性 預 金 400,000,000 8,649,127,083

投 資 有 価 証 券 416,399,398 情 報 化 対 策 積 立 金 782,455,553

会 員 権 6,800,000 別 途 積 立 金 4,810,000,000

繰 延 税 金 資 産 356,457,811 繰 越 利 益 剰 余 金 3,056,671,530

長 期 前 払 費 用 13,279,431

前 払 年 金 費 用 352,589,010

敷 金 231,278,220

貸 倒 引 当 金 △ 6,800,000 8,861,627,083

13,034,074,889 13,034,074,889資産の部合計 負債・純資産の部合計

※なお、当期純利益は415,860,294円となっております。

【固 定 資 産】

役 員 退 任 慰 労 引 当 金

利 益 準 備 金

純資産の部合計

【株 主 資 本】

資 本 金

利 益 剰 余 金

負債の部合計

純資産の部

科　　目 金　　額

【固 定 負 債】

そ の 他 利 益 剰 余 金

賞 与 引 当 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

【流 動 資 産】 【流 動 負 債】

買 掛 金

未 払 金

株式会社中央コンピュータシステム

令和4年3月31日現在

（単位：円）

資産の部 負債の部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
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個 別 注 記 表 
 自 令和 3年 4月 1日  至 令和 4年 3月 31日 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     ① その他有価証券（市場価格のないもの） 

移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品    最終仕入原価法に基づく原価法による低価法 

② 仕掛品    個別法による原価法に基づく低価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法 

      なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっています。 

ただし、平成 28 年 4 月 1日以降に取得した建物附属設備については、定額法

により償却しています。 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法 

      なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっています。 

 ３．引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。 

      預託金方式のゴルフ会員権については、著しく時価が下落した場合に預託金

を下回る額を計上しています。 

  （２）賞与引当金 

      従業員への賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当期に帰属

する額を計上しています。 

  （３）退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してい

ます。 

      過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額を費用処理しています。 
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数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10 年）による定額法により按分した額を、発生の翌事業年度か

ら費用処理します。 

  （４）役員退任慰労引当金 

      役員に対する退任慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末

要支給額を計上しています。 

  （５）工事損失引当金 

      受注案件の損失に備えるため、受注制作のソフトウエア開発案件のうち当事

業年度末で将来の損失が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積ることが

できる案件について、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上してい

ます。 

      なお、当事業年度末においては、該当がありませんでした。 

 ４．収益及び費用の計上基準 

  （１）売上計上基準 

      受注製作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、工事完成基準を

適用しています。 

 ５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  （１）消費税等の会計処理 

      消費税等については、税抜経理方式によっています。 

（２）リース取引に関する会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

っています。 

  （３）退職給付会計 

確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、及び退職一時金制度を設け

ています。 

 ６．資産除去債務に関する注記 

資産除去債務は、当社の旧本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、賃貸借期

間終了後の原状回復を目的として計上しておりましたが、債務の履行により原状回

復が完了したため、当事業年度末の資産除去債務はありません。 

 


